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　柱 A06は，情報化による社会変動プロセスの分析と
新しい社会制度の構築に関する研究を行うことを目的と
してきた．
　インターネットがグローバルに普及し，積極的に活用
された社会においては，産業界のコラボレーションに
みられる異業種間での協働・共生関係の構築，経済面に
おけるさまざまな業態の融合化，行政面における民間へ
のアウトソーシングと行政機能の変容，インターネット
を介した異文化コミュニケーションの進展など，異なる
社会的構成要素の間で相互作用が生じ，その結果，社会
構造変動が生じ，新しい社会構造形成の動きが顕在化し
た．また，ネットワークの進展により，産業，経済，制
度，教育，医療福祉，文化を含め幅広い分野で地域社会
間および国内・国外の間で相互作用が加速され，国内お
よび国際社会の構造変動が促進されつつある．
　こうした構造変動は，これまでにないダイナミックな
ものであり，それが社会全体に及ぼす影響は，これまで
の社会的通念の枠組みで捉えるには多くの困難を惹起し
たのだった．そこで，ネットワークがもたらす社会的構
成要素間の相互作用とそれを通じた社会構造変動プロセ
スを予測し，予測に基づいてネットワークの影響や対策
を総合的かつ明示的に分析評価する必要がある．現代社

情報テクノロジーの社会システムへのインパクト情報テクノロジーの社会システムへのインパクト

会は，そうした研究活動の成果を踏まえた上で，ディジ
タル・デバイドの発生・増幅など社会変動に伴う社会的
コンフリクトを極力抑止し，社会的厚生を増大させる新
たな社会制度を構想しなければならない状況にある．
　研究プロジェクト発足時，情報経済と社会制度との関
係および情報化の経済社会への影響に関する研究とし
ては，日本を含むOECD加盟諸国の公的機関やNPO，
あるいは国連や NGOなどの組織が調査研究や提言を
行ってきたが，制度変更を要する喫緊の課題について調
査・分析する研究が多く，積極的に未来の社会制度を提
案するまでには至っていなかった．また，情報化が進ん
でいる米国を筆頭として，経済学，法学，政治学，社会
学など個別学問領域における研究は飛躍的に進展してい
たが，個別の専門領域内の研究にとどまっており，かつ，
研究の多くは現状分析にとどまっていた．総じて，社会
的構成要素の相互作用的関係を探求するために必要な学
融合的研究の試みは取り組まれて日が浅かったために，
研究のフレームワークを刷新して新たな社会システムの
枠組みを包括的に提示するような創造的な研究，あるい
は，積極的に未来を展望して社会進化シナリオを提示し，
具体的な社会制度を提案する研究には至っていなかった．
　こうした，それまでの研究を飛躍的に発展させるべく，
柱 A06においては，多くの学問的蓄積を有する人文・
社会諸科学，すなわち，法学，政治学，経済学，経営学，
社会学，社会心理学，教育学，社会福祉論，情報工学など，
それぞれの学問的知見を基礎としながら，さらに，諸学
の知見を積極的に取り入れ，情報ネットワークを基盤に
した新しい社会発展のシナリオを展望する研究を進めて
きた．さらに，世界的にみても高い研究水準を達成すべ
く，国際的な研究交流を活発に進めることを目標とした．
　また，柱 A06では，理論的枠組みの構築，新たな社
会システムに適用できる実用的なプログラムの開発・検
証，実証性と成果の社会還元を重視した研究を推進する
ことを目標とした．このため，研究遂行においては，関
連性の高い各柱の研究班との連携を進めるほか，システ
ム開発や実証実験によって，理論モデルの具現化ないし
制度設計の具体化を図るとともに，政策提言による成果
の社会への反映，産学共同による成果の検証，実用的プ
ログラムの提供等社会に積極的に貢献する研究成果を挙
げることを目指した．さらに，高度な専門的な研究を行
いつつも，その成果は専門研究者の領域にとどまること
なく，問題意識のある一般の人々にも広く理解されるよ
うに研究活動を進めることを目標とした（図 -1を参照）．
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図 -1　柱 A06「情報化と社会制度の構築に関する研究」

新しい社会制度を構想すべく，1つの計画研究と 12の
公募研究（最終年度）から構成されたのだが，大まかに
3つのクラスタに分かれる．第 1クラスタは「制度」そ
のものに重点をおくもの，第 2クラスタは「経済・ビジ
ネス」領域に重点をおくもの，第 3クラスタは「福祉・
医療」領域に重点をおくものであった．
　研究の内容に関しては，具体的成果を重視してきた．
ネットワークがもたらす社会的構成要素間の相互作用と
それを通じての社会構造変動のプロセスを予測し，それ
に基づきネットワークによる影響や対策を総合的にかつ
明示的に分析評価するという基本的方針の下，それぞれ
の研究は，新しい研究の枠組みを構築し，その枠組みか
ら分析ツールを開発し，そのツールを用いて具体的デー
タに基づき実証した．さらに，国際的に見ても高い研究
水準を達成すべく，海外から研究者を招聘してワーク
ショップを開催するほか，国際的なシンポジウムを主催
し，海外の研究者との研究協力体制も構築した．
　各年度の研究経緯は次のとおりである．
　平成 13年度は，初年度として研究全体を方向付ける
理論的枠組みの研究および基礎的データの収集を行うと
ともに，仮説形成を主に進めた．たとえば，計画研究班
においては，社会的構成要素間の相互作用を分析するこ
とによって，生じ得る問題や必要となる制度設計を整理
し，予測される変動シナリオを抽出した．また，実機の
開発およびそれを用いた実証実験を行う研究では，実態

を調査し要件の抽出を行った．
　平成 14年度は，主として，理論的研究および仮説を
踏まえた実証研究・実験に移行するほか，具体的な分析
ツールを開発するとともに，柱内の研究間連携を強めた．
たとえば，計画研究班においては，理論的考察に基づく
シミュレーション分析や 2次データによる実証分析を行
うほか，経済・ビジネス領域の研究班との連携を進めた．
また，実機の開発を伴う研究においては，試験的システ
ムを開発し，運用に向けた課題を明らかにした（初年度
にシステム構築が可能な研究については，実証実験の研
究成果を挙げることができた）．
　平成 15年度は，これまでの成果を踏まえて，実証研
究・実験を本格化させるとともに，他の柱の研究班との
連携を強め，具体的成果を挙げた．たとえば，計画研究
班では，1次データに基づく実証研究を進めるとともに，
新たな数理的分析手法の開発およびその適用を行うほか，
これまでの研究成果を踏まえた政策提言を行い具体的な
制度としても反映された．また，柱 A02，03，04の研
究班との共同研究を本格的に展開し，一定の成果を挙げ
た．実機の開発を伴う研究においては，実証運用を行い，
有用性を確認するとともに，実用化への課題を明らかに
することができた．さらに，開発したシステムの特許お
よびソフトウェアを公開し，実際のビジネスにおいて具
体的に利用されるようになる研究成果を挙げたところも
ある．

特徴
1. 学術的貢献
・柱間の連携による最先端の情報通信技術の社会制度設計への取り込み
・国際シンポジウムの開催，海外研究者との研究協力体制の構築等
2. 社会的貢献
・産・官・民との共同研究体制の構築等による成果の社会還元
・実用的プログラムの提供，Webページ・出版物等による成果の公開・普及

○計画班：柱A06全体の方向性を規定する研究等．
①制度：ネットワーク化，ディジタル化の進展との関係で重要性
の高い制度の研究

②経済・ビジネス：経済活動やビジネスにおける構造変動の分
析と新たな枠組み提示につながる分野の研究
③福祉・医療：実証性を重視し，具体的なプログラム開発やそ
のための制度設計に必要な分野の研究

研究構成

計画班

制度

福祉・医療 経済・
ビジネス

①情報ネットワークがもたらす相互作用・構造変動のプロセスの分析
②グローバルなネットワーク社会の展望ならびに解決すべき具体
的な政策的課題や技術的問題点の明確化

③知識創造社会の制度設計

研究内容
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　平成 16年度および平成 17年度は，以下に各研究班
の研究成果に示すとおり，これまでの研究の総仕上げ
および研究結果の社会への還元を図った．その結果，高
い研究成果を挙げたのみならず，電子自治体構築に向
けた制度設計や開発したシステムの企業への技術導入な
ど，実際の社会活動に対しても目に見えるかたちで貢献
することができた．平成 18年 3月には，総仕上げとし
て，柱 A06の研究成果を発表するシンポジウムを開催
し（日本社会情報学会（JASI）と共催），研究者のみな
らず，ビジネス・パーソンなど問題意識のある人々にも
広く還元した．

　すでに触れたように，柱 A06では，情報ネットワー
クがもたらす相互作用と社会変動構造のプロセスを分析
し，さらに新しい社会制度を構想する研究を行うにあ 
たり，
（ I  ）社会制度そのものに焦点を当てた研究（「制度」）
（ II）経済・ビジネス領域に重点をおいた研究（「経済・ 
 ビジネス」）
（III）福祉・医療分野に重点をおいた研究（「福祉・医療」）

具体的な研究課題から社会進化の提案へ具体的な研究課題から社会進化の提案へ

という，大きく 3つのクラスタに分けて研究領域を構成
した．
　その上で，計画研究（「グローバルな規模で進展する
情報経済と新たな社会制度デザインに関する研究」）は，
柱 A06の研究が総体として新たな社会制度の構築を提
示すべく，全体を束ねる役割を果たすよう位置づけた 
（図 -2を参照）．
　また，それぞれの研究において，（a）ネットワークが
もたらす社会・経済構造間の相互作用・構造変動のプロ
セスの定性的あるいは定量的な分析，（b）21世紀にお
けるグローバルなネットワーク社会の展望ならびに将来
にわたって解決すべき具体的な政策的課題や技術的問題
点の提示，（c）ネットワークを基盤にした知識創造的社
会の制度の構想という基本的な原則をなんらかの意味で
踏まえるかたちで研究を進めてきた．

【グローバルな規模で進展する情報経済と
 新たな社会制度デザイン】
　以下では，柱 A06全体の統括的研究を企図した，計
画研究の内容についてもう少し具体的に紹介しよう．
　A06計画研究「グローバルな規模で進展する情報
経済と新たな社会制度デザインに関する研究」（研究

図 -2　柱 A06の研究代表者と研究課題

計画研究
須藤　修（東京大学）,「グローバルな規模で進展する情報経済と新たな社会制度デザインに関する研究」

「制度」クラスタ
町村泰貴（南山大学）,
「オンラインADRを用いた
司法アクセス格差是正の実
証的研究」
岡田仁志（国立情報学研
究所）,「電子商取引の制度的
プラットフォーム構築研究」
林　隆史（会津大学）,
「セキュリティポリシーの策
定・実施・改善に関する社会
工学的研究」
上田完次（東京大学）,
「実世界ジレンマにおける共
創的意思決定と制度設計」
隅藏康一（政策研究員大
学），「情報通信技術に関す
る特許流通施策研究」

「経済・ビジネス」クラスタ
日置弘一郎（京都大学）,
「ネットワークを利用したバー
チャルもの作りの産業組織デ
ザインに関する実証的研究」
塩澤由典（大阪市立大学）,
「仮想先物市場（U-Martシス
テム）を用いた経済システムの
制度創発に関する研究」
矢田勝俊（関西大学）,
「情報技術導入におけるビジ
ネスシステム構築プロセスの
理論と実践」
竹田陽子（横浜国立大学）,
「情報開示による経済システ
ム転換の研究」

「福祉・医療」クラスタ
高野健人（東京医科歯科大学）, 「通信型在宅健康管理・介護支援研究」
三田勝己（川崎医療福祉大学）, 「重症心身障害児の在宅ケアを支援するITシステム研究」
大江和彦（東京大学）, 「電子カルテにおける医療上の情報ニーズへの応需と個人情報保護のあり方研究」

経済学

経営学

社会心
理学

法学

社会学

政治学

医療
社会福祉論

教育学 情報ネットワーク
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代表者：須藤　修，研究分担者：出口　弘，田中秀
幸，榊　俊吾，後藤玲子）は，ICT革命を契機とし
て社会構造がダイナミックに変動する中で，①相互作
用を通じた社会変動プロセスを総合的かつ明示的に分
析評価し，②情報格差の発生などの社会的コンフリ
クトを極力抑止しながら社会的厚生を増大させる新
たな社会制度を構想することを研究目的とした．柱
A01から A05で開発される最先端の情報通信技術を
経済社会で有効活用するための政策課題群の研究に
積極的に取り組み，ネットワークの複合化を前提に
した社会進化プロセスを明らかにした点に，本研究の 
1つの独自性がある（図 -3を参照）．
　具体的には，研究課題を 2つの基礎研究と 3つの応
用研究からなる下記 5つのモジュールとして構成し，新
たな社会システムの枠組みを包括的に提示した．
（1）情報経済の社会進化シナリオに関する包括的研究
　インターネットがグローバルに普及した社会では，産
業界の協働のような異業種間での共生関係，経済面にお
ける業態融合，行政における民間への外注化など，異な
る社会的構成要素の間で相互作用が生じている．特に注
目されるのは，ICTおよび情報ネットワークが公共領
域と私的領域との相互作用・相互浸透を加速し，公共領
域および可変的共同領域のガバナンスをより民主的な形
態へと進化させつつある点にある．ただしこのような形
態への発展を促すためには，サブシステムの境界を越え
たオープン・イノベーションを柔軟に制御し，サブシス
テム間の信頼性を醸成することが不可欠となる．そこで，
より民主的で信頼性の高いガバナンスを担保する主体の
1つとして，地域に根差しながらグローバルに活躍する

図 -3　複合的ネットワークをベースにした新しい地域発展モデル

ネットワーク型NPOを位置づけ，新たな社
会発展を構想すべきであるという社会制度
の基本モデルを提案した（図 -4を参照）1）．
さらに，電子政府・電子自治体構想の政策形
成プロセスに参画し，当該モデルに基づく公
共 xSP（x Service Provider）共同アウトソー
シングの構想や電子地域コミュニティなど
の制度提案を行った 1），2）．これらの提案は
政策現場で応用され，実施段階に移されて 
いる．
（2）社会制度設計に関する方法論的研究
　積極的に未来を展望し，新たな社会システ
ムの枠組みを包括的に提示するためには，社
会科学における制度設計に確かな方法論的
基礎付けを与えることが不可欠となる．そ
こで第 1に，レプリケータダイナミクス
（Replicator Dynamics：RD）の拡張として「社
会学習動学」というシステム間間接制御の

モデルを開発した．第 2に，医科学研究所とのコラボ
レーションにより，新しいエージェントベースのシミュ
レーション言語「SOARS」（Spot Oriented Agent Role 
Simulator）の設計と実装を行った．エージェントベー
スシミュレーションのためのツールとしては，MAS，
Repast，Swrm，Star Logo，A-Scapeなどのツールが存在
するが，いずれも社会構造や社会におけるエージェント
の役割などの記述能力が低いという限界を持つ．そこで，
一番下の層に Java， 中間層にエージェントの役割記述の
スクリプト言語，上位層にモデルビルダーを持つ階層的
な言語として SOARSを開発し，組織の部門内，部門間，
組織間，さらには社会全体という異なる階層の相互作用
的関係を考慮したシミュレーションが可能な環境を構築
した 3）．
（3）技術転換と知識ストックの制御に関する数理的・実

証的研究
　持続的な経済成長を維持するためには，長期にわたっ
て経済システム全体を規定する技術革新の成果を国民経
済全体に普及させると同時に，当該技術・知識領域への
ロックイン（技術革新の停滞）を抑制し，次世代を担う
新たな技術革新を誘発するべく，技術革新の進化を制御
していく必要がある．このような技術革新に伴う資源配
分上の問題について，「社会学習動学」の枠組みを応用し，
レプリケータダイナミクスを複合化して互いに間接制御
するシステムを構成した．このモデルの下に，技術転換
に関する態度選択をシステム全体での知識ストックの割
引評価（償却率）をめぐる選択問題に帰着させてシミュ
レーション分析を行った．その結果，従来蓄積された既
存の知識ストックの償却率を毎期制御することによって，
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技術転換が促され（図 -5 左図），格段に高い GDP成長
が実現する（図 -5 右図）可能性が示唆された 4）．
　このシミュレーション結果が正しいとすれば，知識ス
トックの限界生産性が相対的に高い場合には償却率が低
下し，逆に限界生産性が低い場合には償却率は上昇する．
そしてこのとき，技術転換を通じた持続的成長が実現さ
れているはずである．この仮説を日米の統計データを用
いて検証し，1990年代以降における日本経済の生産性
停滞の要因は，非上場企業の知識ストック転換の遅れと，

上場企業と非上場企業との間にある知識ストックが規定
するシステム間の不整合にある可能性が高いことを明ら
かにした．
（4）内発的発展を促す地域経済政策と地域ガバナンスに

関する研究
　情報化，グローバル化，人口減少・少子高齢化，財政
危機などの経済社会の変化により，国から地方への所
得移転による地域経済振興策の経済効果は低下している．
そこで，新しい環境に適応的な地域経済政策と地域ガバ

図 -4　公共領域と私的領域の相互作用・相互浸透
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図 -5　償却率によって制御した場合の，実物部門の知識ストック選択比率および GDPの推移

＊上記 2つの図における横軸の単位「t」は，期間（時間概念）を表す．モデルにおける一連の取引（具体的には，「知識ストックの選
択→生産→付加価値の分配」というターンアラウンド）を 1期間としている．
　左図の縦軸「x」は，実物部門における知識ストックの選択比率（構成比 [0,1]）を表す．
　右図の縦軸「GDP」は，モデルの上で毎期発生する限界生産物（正の実数）を積み上げたもので，付加価値概念である現実の GDPに
対応している．
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ナンスについて，サブシステム間の垂直的・水平的補完
関係に着目して考察した．ICTを有効活用して地域ガ
バナンスを改革することにより，＜補完性の原理＞の持
つ情報優位およびコーディネーション優位を活かして地
域経済の内発的発展を促すという制度改革の方向性を示
し，かかる方針に基づく分権的な政策プログラムおよ
び政府間連携の経済効果を実証的に検討した．その結果，
地域ごとの産業・企業分布にかかわらず，地域経済主体
の内発的発展促進意欲は地域における雇用創出力に統計
的に有意に影響するという結果を得た．この結果は，集
積の利益を強化する方向に働く情報社会にあっても，補
完性の原理に基づいて地域ガバナンスを改革し，地域経
済政策を分権的に講じることによって新しい発展軌道を
創成し得ることを示すものである 5）．
（5）情報セキュリティの経済的動機付けに関する研究
　情報システムのネットワーク化の進展によって，情報
セキュリティの相互依存性が高まっている．相互依存
的な環境では，外部効果を通じて，ただ乗りなどの市場
の失敗がもたらされるおそれがある．このような問題に
ついて，政府による規制の限界を示した上で市場による
動機付けによって解決する方策を検討し，さらに情報セ
キュリティの経済的動機付けに関する経済モデルを実証
的に検証した．近年，企業が行う情報セキュリティ投資
のメカニズムに関する経済的な理論モデルはいくつか提
示されてきたが，こうしたモデルを実証的に検証するこ
とが，経済学と情報セキュリティの融合的学問分野では
世界的に求められていた．そこで第 1に，日本の市町
村の情報セキュリティ投資に関する計量的データを用い
て実証分析を行い，中程度の脆弱性でセキュリティ投資
の水準が最も高くなる可能性があるという理論モデルを
検証した．第 2に，効果的なセキュリティ対策につい
て民間企業を対象としたデータを用いて実証的に検証し，
ユーザの経済合理的な活動を前提とした情報セキュリ
ティマネジメントに関する制度設計を示した（図 -6を

参照）6）．
　以上に述べた 5つのモジュールは，柱 A01から A05
における最先端の研究成果を経済社会で有効活用するた
めに避けて通れない政策課題群である．そのため，柱間
連携を重視するとともに，政策形成過程への参画や国際
的なシンポジウム等の開催を通じて，経済社会の動向と
の関係づけを強く持った研究を行ってきた．
　研究開始から 6年以上経過した現在，本研究の設定
した研究課題はますます重要になってきている．特に重
要な課題の 1つは，「情報爆発」である．本研究におけ
る研究成果を基礎として，平成 17年度から，新しい特
定領域研究「情報爆発時代に向けた新しい IT基盤技術
の研究」において，「情報爆発時代における知識社会形
成ガバナンス」の研究を進めている．当該研究では，高
速処理と高度なデータマイニングを可能にする情報ネッ
トワークを基盤としてさまざまな主体が競争しながら相
互に協調する過程を通して，共創的に新たな情報や知識
を創出し，その知識をイノベーションの活性化，さらに
は人口制約や環境制約等の社会経済的問題の克服に有機
的に結び付けることによって社会経済システムを発展さ
せるプロセスのガバナンスについて，理論的かつ実証的
な研究を行い，具体的な政策提言を行うことを目指して 
いる．

【3つの研究クラスタ】
　次に各クラスタの研究成果の概要を紹介する（文献 7）
pp.123-137も併せて参照いただきたい）．
（ I ）制度
　本クラスタでは，ネットワーク化，ディジタル化の進
展との関係で重要性の高い制度を対象として，以下の研
究を行った .
•「オンライン ADRを用いた司法アクセス格差是正の
実証的研究」（研究代表：町村泰貴）
　本研究は，オンライン技術を裁判外紛争処理（ADR）

図 -6　情報セキュリティの経済的動機付けに関する研究

システムの脆弱性水準

①中程度の脆弱性の場合に最もセキュリティ
投資水準が高くなることを示す理論的モデ
ルを実証的に検証

セキュリティ技術

セキュリティ・マネジメント

②セキュリティ技術とマネジメントが相互補
完的に作用することで投資が有効になるこ
とを実証的に検証

情報セキュリティでの
「目に見えない資産」
の重要性

実証分析が少ない
本分野では，世界的
にも先駆的な研究

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

投
資
水
準



IPSJ Magazine  Vol.48 No.6  June  2007 659

A06A06

過程に応用することで，司法サービスの質的量的拡大を
図ることを目的として平成 13年度から実施した．具体
的には，オンライン・ネットワークに関連する紛争とし
てオンライン・オークションを，非オンラインの生活領
域での紛争としてドメスティック・バイオレンスをそれ
ぞれ対象にオンライン技術を応用した実証実験を実施し，
実用化に向けた問題点の整理やモデル作りを行った．
•「電子商取引の制度的プラットフォーム構築に関する
研究」（研究代表：岡田仁志）
　本研究は，平成 13年度から実施し，電子商取引のあ
らゆる形態を統合的に扱うための手段として電子的価値
の交換性に着目し，統一的なプラットフォーム上で，複
数の電子地域通貨，電子ポイント類を交換する仕組み
を検討した．具体的には，環境問題への適用案を提案し，
環境寄与を促進する情報プラットフォーム構想を提示 
した．
•「セキュリティポリシーの策定・実施・改善に関する
社会工学的研究」（研究代表：林　隆史）
　本研究は，電子行政を推進する際に重要となるセキュ
リティ確保に関し，システム設計とシステム運営の両面
から地方自治体の制定するセキュリティポリシー実施手
順の改善方法を見いだすことを目的として平成 15年度
から実施した．セキュリティ管理コストが低くなるシス
テム構成の検討，セキュリティ管理が容易なシステムの
実証実験等を行うとともに，研究成果を踏まえて地方自
治体への政策提言を行った．
•「情報通信技術に関する特許流通施策の研究」（研究代
表：隅蔵康一）
　本研究は，情報通信分野における特許流通のモデル
を提示することを目的として平成 16年度から実施した．
本研究の結果，標準化団体の知的財産権取り扱いポリ
シーに関する方式の提案を行ったほか，ソフトウェア特
許の権利効力に関して裁判所の判断と現場の研究者の判
断にずれが生じていることなどを明らかにした．
•「実世界ジレンマにおける共創的意思決定と制度設計」
（研究代表：上田完次）
　本研究は，実世界で顕在化する種々のジレンマ問題に
対して，共創的意思決定による解決方法の構築を目的に，
平成 16年度から実施した．研究の結果，人工物のリサ
イクルにおけるジレンマ問題等を取り上げ，消費者に提
供する情報の質や提示の方法などを適切に考慮した社会
制度を構築することで，環境配慮型の行動を誘発する可
能性があることなどを明らかにした．
（II）経済・ビジネス
　本クラスタでは，経済活動やビジネスにおける構造変
動の分析と新たな枠組み提示につながる分野を対象に，
以下の研究を行った．

•「ネットワークを利用したバーチャルもの作りの産業
組織デザインに関する実証的研究」（研究代表：日置
弘一郎）
　本研究は，本格的なディジタルエコノミー進展に伴い，
日本の工業集積が直面している産業構造上の危機に対し
て，その問題点を克服するためのビジネスモデルについ
て，先進的な事例を調査した結果に基づき提案を行うこ
とを目的として，平成 13年度から実施した．研究の結果，
長野県諏訪地域（特に岡谷）の企業等と連携して，情報
通信技術を利用して製品開発の企画・設計段階から消費
者が参加する「オンラインものづくり実験」を行い，製
品開発手法として消費者参加型でかつ自律分散型の企業
体である工業集積でのビジネスモデルが，今後の日本の
製造業のビジネスモデルとして有効であることを明らか
にした．
•「仮想先物市場（U-Martシステム ) を用いた経済シス
テムの制度創発研究」（研究代表：塩沢由典）
　本研究は，金融市場研究を行うための共通テストベッ
ドの開発を行い，それを用いた先物市場制度の開発と評
価を目的として，平成 13年度から実施した．研究の結
果，U-Martと呼ばれる仮想先物市場を開発するととも
に，プログラムの充実や教育を目的とした公開実験を実
施し，社会シミュレーション研究の資源を提供した．ま
た，注文が集まりにくい市場に焦点をあてて，その特性
を調べるとともに，取引を成立させるためのマーケット・
メーキングの方法を開発した．
•「情報技術導入におけるビジネスシステム構築プロセ
スの理論と実践」（研究代表：矢田勝俊）
　本研究は，小売業で蓄積される購買履歴データを対象
としたデータマイニング技術を現実の企業に導入し，実
践科学的にその効果を検証することを目的として，平成
13年度から実施した．研究の結果，プラットフォーム
として，オープンソース・ソフトウェアのMUSASHI
を開発するとともに，多くの企業への導入実績を挙げた．
また，プラットフォームをビジネスプロセスに導入する
ためのプロセスモデルの理論化などを行った．
•「情報開示による経済システム転換の研究」（研究代表：
竹田陽子）
　本研究は，企業の情報開示行動を理解し，それが経済
システムにどのような質的変化をもたらすのかなどを明
らかにすることを目的として，平成 14年度から実施し
た．具体的には，（1）企業内・企業間のコラボレーショ
ンにおけるコミュニケーションと（2）不特定多数の消
費者等への情報開示の 2つの分野で実証研究を行った．
その結果，たとえば，前者について，情報システムのパッ
ケージのカスタマイズ導入の評価が低いことを明らかに
するなどの成果を得た．
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（III）福祉・医療
　本クラスターでは，福祉，医療等の分野での実証性を
重視し，具体的なプログラム開発やそのための制度設計
に必要な分野を対象に，次の研究を行った．
•「重症心身障害児の在宅ケアを支援する ITシステムに
関する調査・実証研究」（研究代表：三田勝己）
　本研究は，重症心身障害児（「重症児」）の在宅ケア対
策の 1つとして，重症児施設と居宅をディジタル通信回
線で接続して医療・福祉を支援する ITシステムの開発
と実証を目的として，平成 13年度から実施した．具体
的には，過疎遠隔地（北海道道北地区）に居住する在宅
重症児と家族の協力を得て，延べ約 3年間の実証運用を
7カ所で実施した．研究の結果，電話診療やバイタル情
報を含めた適切な運用プロトコルを明らかにするととも
に，重症児の在宅ケア支援に特化した ITシステムを開
発したほか，機器のシステム要件・仕様，運用の標準化
や経費的な課題等を整理した．
•「通信型健康管理モバイルケアプログラムの効果に関
する実証的研究」（研究代表：高野健人）
　本研究は，IT機器を用いた在宅健康管理・介護支援
プログラムを開発し，実証的研究をもとにその有効性
を評価するとともに，普及にあたっての新たな制度等を
提言することを目的として，平成 13年度から実施した．
研究の結果，在宅介護支援では，在宅テレケアプログラ
ムを用いた実証研究により，その有効性を確認した．ま
た，在宅健康管理では，在宅自己健康管理プログラム（モ
バイルヘルスケア）を開発し，同プログラムの効果に関
する実証的研究を行うことで，一定の効果を明らかにす
るとともに，実用化に伴う利点と課題を示した．
•「電子カルテにおける医療上の情報ニーズへの応需と
個人情報保護のあり方に関する研究」（研究代表：大
江和彦）
　本研究は，電子カルテ等の医療情報システムを，情報
漏洩とは区別した「情報浸潤」という視点で捉え，情
報システムやアクセス管理のあり方などを明らかにする
ことを目的に，平成 15年度から実施した．具体的には，
東大病院の情報システムのアクセスログ記録機能を改造
し，その結果得られた入院患者のアクセスログの解析を
行った．研究の結果，医師等によるアクセスや医療スタッ
フ間の情報共有の実態等を明らかにするとともに，情報
浸潤を制御する情報システムの提案を行った．

【特記すべき研究成果】
　5年間にわたる研究を通して，各班ともに多くの研究
成果を達成し，それぞれ高い評価を獲得することができ
たのだが，その中でも特筆すべきものを改めて紹介して
おこう．

　計画研究「グローバルな規模で進展する情報経済と新
たな社会制度デザインに関する研究」（研究代表：須藤 
修）は，ダイナミックな構造変動が社会全体に及ぼす影
響を分析して新たな社会システムの枠組みを包括的に提
示するために，多角的な観点から変動シナリオの研究を
行っており，国際的にも評価されている．
　研究成果の学術的意義および社会的意義をより高める
ために，我々の提案する社会制度を現実の政策や制度
設計に活かすべく，公的セクタや民間営利・非営利セ
クタとの連携を強化している．たとえば，我が国で取
り組まれている電子自治体における行政 xSP（x Service 
Provider）共同アウトソーシング構想には，我々の提案
が構想の一部に活かされており，官民連携によるイノ
ベーション促進のモデルを提起している．
　公募研究「ネットワークを利用したバーチャルもの作
りの産業組織デザインに関する実証的研究」（研究代表：
日置弘一郎）は，情報通信技術を利用した新たなもの作
りのモデルを理論的に提案するのみならず，当該ビジネ
スモデルを諏訪地域の企業等と連携して実践することで，
小型 PCを商品として実際に提供する実験を行うことを
通じて，その有効性を検証している．困難な実践的な研
究に成功しており，高い意義のある研究として評価され
ている．
　公募研究「情報技術導入におけるビジネスシステム
構築プロセスの理論と実践」（研究代表：矢田勝俊）は，
情報通信技術のビジネス導入に関し，実際にビジネス利
用のための技術開発に参画し，有用な技術的ソリュー
ションを具体的に提案している点で特記すべき成果を
挙げている．特許（「文字列解析手法を用いた消費者行
動予測システム」＜特許公開　2003-108574， 2003-04- 
11＞）を取得し，ビジネス利用が期待されるデータマ
イニング・プラットフォームMUSASHIを開発してい
る．本研究は，学術的に高く評価されているほか，複数
の企業に技術導入されるなど，ビジネス社会にも大きな
影響を及ぼしている．
　公募研究「重症心身障害児の在宅ケアを支援する IT
システムに関する調査・実証研究」（研究代表：三田勝己）
は，社会福祉分野での新たな情報通信技術の利用方法を
切り拓いている点で特筆すべき成果を挙げている．具体
的には，遠隔的な在宅ケアが必要な過疎地域に居住する
複数の重症心身障害児家族の協力を得て，本研究で開発
した在宅ケア支援システムを長期にわたりねばり強く運
用し，その有用性と実用化への課題を明らかにしている．
長期間の実証的なデータとそれに基づき改良を重ねられ
たシステムは高く評価され，複数の地方公共団体から強
い関心が示されるなど，地域福祉への導入の可能性も高
い．福祉分野での社会的な影響の大きな研究である．
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　公募研究「電子カルテにおける医療上の情報ニーズへ
の応需と個人情報保護のあり方に関する研究」（研究代
表：大江和彦）は，電子カルテの普及が初期の現段階に
あって，大規模な実際の診療情報データに基づいた解析
を実現している．これから本格化する新たな医療情報シ
ステムの構築に向けて，実データを用いた研究によって，
システムおよび制度設計を提案するものであり，世界的
に見ても貴重な研究として評価されている．

　柱 A06が総体として取り組んできた課題，すなわち
社会的構成要素間の相互作用と，それを通じた社会構造
変動プロセスを総合的かつ明示的に分析評価し，情報格
差の発生・増幅など社会変動に伴う社会的コンフリクト
を極力抑止しながら社会的厚生を増大させる新たな社会
システムを構想するという課題は，今日ますます重要に
なってきたといえよう．
　情報ネットワークがグローバルに進展した今日，特に
重要な課題の 1つは，情報爆発である．本研究におけ
る研究成果を基礎として，さらには今後展開される＜情
報爆発時代に向けた新しい IT基盤技術＞に関する情報
工学的研究の成果と相互作用させながら，社会科学的ア
プローチより＜情報爆発時代における知識社会形成ガバ
ナンス＞について理論的かつ実証的な研究を展開する必
要があると考えている．情報爆発時代にあって，ITを
積極的に利活用し，いかにしてセキュリティを確保しつ
つ持続的なイノベーションを実現することができるのか．
そしてまた，その成果を経済成長，少子高齢化や医療福
祉の問題，地球温暖化等の環境制約や世界政治経済秩序
の不安定性などの社会的課題の解決に有機的に結び付け
るためにはどのような社会制度のデザインが必要とされ
るのか．このような問題群は，我々が積極果敢に取り組
むべき重要な研究課題であるといえよう．
　換言すれば，長期的視野に立ち，各種情報技術とその
発展可能性を俯瞰し，膨大な情報と知識を効率的かつ有
意義に活用できる，よりよき社会を実現するために，さ
まざまな情報技術を社会システムに埋め込むための研究
が社会科学からなされなければならないだろう（たとえ
ば，グリッド・コンピュータ，センサネットワーク，ロ
ボットを基盤システムとして埋め込んだ社会のガバナン
スに関する研究）．柱 A06では，柱 A01から柱 A05ま
でのすべての柱の研究成果を反映しながら研究を進めて
きた．そうした理学系・工学系・社会科学系・人文系の
連携を通じて，情報学の研究成果を社会制度構築に結び
つけることができるよう努力し，学問横断的な試みでも
あるサービスサイエンスなど日本における新たな展開の
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